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玉野市教育委員会教育長

学校菱義合に関やろ公蘭質問書′ヽヽの目答について

令和 7雲 7弓 16日 付で提出された、学校統廃合に関十る公開質問書について、下記のとおり

回答いたします :

1 宇野中学校・王中学校 。日比中学校の再編に係る地域住民への説明会については、市のホ
一ヽムベージによう案内だ iす で|まなく、これまで以上にできるだけ多くの皆様にご参加いただ

くため、ますは、5月 7麒 :り らヽ 9日 の期間で、上野市コミュニティ協議会に属している 25の

自治会のうも、再編に関係 している Iア の地区の自治会長に直接電話を掛
`ナ

させていただき、

説明会の開催日:鐘の報告と地区の方々′ヽ母説明会案内方法等についてご相談させていただい

たところでありまヤ,

地域の実情をよく,電握されている自治会長に有効な同知方法を相談させていただいた結果、

回覧版の活用または広報誌′ヽの折 :り 込みを行う自治会に分かれましたので、回覧版を活用十

る地域については、5月 16日 に各公民館に回覧用の用紙を持参させていただき、広報誌を

各地区ご)会長が取り1.こ来られるタイミングで、そ♂♪地区に開催案内を回覧してもらえるよう

お願いするといった調整を行い、同熱したところであります _

一方で、寝報誌に折り込み全戸配布奮する方針となった自治会 :こついて:ま、開催案内を必

要部数EI],剰 し、持参させていただいて,ヽ ます」

なお、再度の説明会を求められる場合、要望される内容 :こ よつては日程調整の上、実施十

ることは可能ですが、再編準備委員会第 1国会議 :ま、既 :こ 7月 30日 に開催しております√夕で、

ご要望に|ま添うことは困難であります〕

2 保護者同 :=、 地域向:テ
“

,説明会J斑要について !ま、ホームベージで公間 してお ります´

3 指定学校変更制度:こついては、児童生徒の多様な事情や状況等を考慮し、通学区壌 (学区)
の維持を原難として、児童生徒の通学区域選択の幅を広げる「通学区域の弾力化」を図るた

め、平成 19年度より実施しています。

この指定学校変更は、児量生徒・保護者の意向により申請があった場合、変更理由等指定

学校変更許可基準に基づき、教育委員会事務局で対応を行っています。

許可基準:こついては、令和元年 5漏 1日 改訂、令和 6年 4月 1日 に改訂 (修正)を行って

おり、現在の許可基準一覧のとおりとなっています。

今年度の宇野中学校への指定学校変更についても、例年と同様に、指定学校変更許可基準

に基づいて対応しています。
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昨年度は、学校再編の動きの中で、中学校在学途中に学校が変わることについて、大きな

環境の変化等により児童生徒の個電lj対応が必要であり、「その他 教育上配慮が必要と認め
られる場合」に該当するとして対応していることから、愧年よりも多くなっている状況です ,

しかし、宇野中学校へ指定校変更している生徒の変更理繭:こついては、学校再編に伴 う教

育的配慮の他、集団教育、部活動、卒業した小学校等様々となっており、あくまでも、児童

生徒の個々の事情や状況を踏まえ、必要に応じて配慮した対応として行つているものです .

4 1で 回答済み

5 玉野市立小中学校適正規模・適正配置計画 (以下「本計画」とtヽう1,)は、王野市立学校適
正規模 。適正配置検討委員会 (以下「検討委員会」という 。からの答申を基に作成したも
のでキテ中学校の再編については、 1学年 3学級以上を目指しているため、王中学校と日比

中学校を統合しても、 1学年 2学級にしかならないことから、宇野中学校と玉中学校と目比

中学校の 3校で再編をすることとしたものであり、三中・ 日比中の 2校の再編は異在のとこ

ろ考えてはいません.

6 本計画は、検討委員会からの答申:こ基づき、「王野市ι′D子 どもたちにとつて、より良い教
育環境とするために、学校ほどうあるべきか」という教育的な視点を第一に考え、学校規模

と学校配置を考慮し、策定したものです .

子どもたちの安全確保は何より大切なことではありますことから、日頃から巨大地震が発

生した場合等の避難訓練を実施 しているところです。

7 玉野市総合計画の「第 3期たまの長期人ロビジョン」 :ま 01:義から14歳の児童に関して国
立社会保障 。人口問題研究所が示した伸び率等を活用した数値 |こ、子育て支援や雇用創出な

ど一定程度の政策効果目標を見込んだ目標値を掲げている一方で、適正規模 `適正配置計画

の数値は、 6歳から14歳までの児童に関してコーホー ト変化率法を用いて算出した推計値
であります.

両計画は、推計方法と対象年齢が異なることから、推計値に一定程度の乖雛が生じてお
t,

ますが、人目が大幅 :こ減少する動向は同様の傾向を示しており、「長期人ロビジョン」の政

策効果を見込んだ推計においても、一定程度の人口が緩和されるものの、人口が増加 :こ転じ

るといった動向の変化はなく、両計画とも今後の人自動向に大幅に乖離しているとは考えて

いません:

また、先般、国において発表された 2024年に出生した子どもの数は、68万 61061人であ

り、1899年以降初めて 70万人を割るなど、国の想定よりも 15年早まったとの報道がありま

した。

こうした状況を鑑みますと、両計画の策定時点よりも少子 iヒが加速的に進んでお
↓〕、直近

√ン合計特殊出生率等を

'舌

用して推計した場合には、両計画策定時よ 1,t)、 さらに、人口:減少

が進む推計値となることが想定されます ,

このように推計値は、策定時点の数値をもと|こ算出することから、策定年度等が異なると

一定程度の乖離が生じることはやむを得ないものと考えており、こうした推計値の活用はあ

くまで各計画の方向性を検証するための一つの目安であると捉えておりますル

また、これまでの検証内容等への影響等を考慮しますと、現時点で算出方法自体を変更す

ること:ま考えていませんが、少子化が加速的に進行している状況は今後の再編にも大きな影

響を及ぼす可能性があるため、注視していくべき事項であると考えています^,
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